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近畿技術事務所

事務所の変遷

注）期間業務職員６名は除く

１．事務所の概要

昭和２３年 ７月 建設省発足
昭和２４年 ７月 大阪工作事務所として発足
昭和２５年 ８月 大阪機械整備事務所と改称
昭和３９年 ７月 大阪機械事務所と改称
昭和４１年 ４月 大阪技術事務所と改称
昭和４２年 ４月 現在地に庁舎移転
昭和４５年１０月 近畿技術事務所と改称
平成１３年 １月 省庁再編により国土交通省が誕生
令和 ３年 ４月 近畿インフラＤＸ推進センター開設

技官
17

事務官
9

再任用

２

令和３年度

職員数

２８

○組織体制

事務所長

副所長（事務）

副所長（土木）

副所長（機械）

総括技術情報管理官

建設専門官（研修）

建設専門官（契約）

技術開発対策官

技術情報管理官（保全）

技術情報管理官（施工）

指導官

総務課

防災・技術課

技術活用・人材育成課

品質調査課

職員・庁舎管理など一般事務に関する業務、工事・業務・物品調達など
の契約・支払いに関する業務、国有財産の管理に関する業務

技術系の総括的な窓口として技術系業務の取りまとめ、防災技術に
関する調査・検討

施工技術や建設機械に関する調査・検討、新技術（NETIS含む）に関す

る活用支援や民間技術開発に関する相談、災害対策機械の運用や技
術情報の収集及び提供、近畿インフラＤＸ推進センターに関する業務

河川や道路等の社会基盤施設を維持管理するための各種調査の実施
及び技術的支援
職員の技術力向上のための各種試験講習会及び研修
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近畿技術事務所１．事務所の概要

○敷地面積：４７，５７７ｍ２

交通バリアフリー
比較体験コース

ＡＳＲ供試体

情報化施工実習ヤード

応急組立橋仮組検査ヤード

災害対策用車輌駐車スペース

土木構造物
検査技術研修施設

研修用堤防
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近畿技術事務所２．事務所の事業概要

排土板の高さ・勾配を自動制御する
マシンコントロール技術（イメージ）

○インフラの長寿命化に向けた
保全技術の研究・開発

（堤防、河川管理用施設、橋梁、
法面、トンネル、舗装など）

○産学官の連携による技術開発
○情報化施工の推進
○材料、構造の研究・開発

○インフラの健全性に関する
調査・診断・記録
（堤防、河川管理用施設、
路面下空洞など）

○土木材料に関する調査・試験
○調査・分析結果を基に各種基

準、指針、マニュアルの作成

●調査・分析

土木材料の品質やインフ
ラの健全性診断など、幅
広い分野の調査・分析

各種マニュアル等の作成

●技術の研究・開発

社会資本整備・管理の効
率化のための様々な技術
の研究・開発

照明車による災害復旧支援

●災害対策支援・復旧活動

○大規模災害の復旧、対策などに関する調査・研究
○災害対策用機械の派遣・維持管理
○緊急仮設橋の開発

広域的かつ迅速な災害対策支援や大規模
災害からの復旧活動を支援するための調
査・研究

●防災センターの整備

災害対策本部の第二拠点、
支援活動の拠点機能の整備

災害対策機械集結

コンクリート試験講習

○新技術の相談、情報
収集・提供

○新技術の登録・評価、
活用促進

○技術力向上に資する
技術研修・講習会等
の実施

○技術図書、地質データ、
工事完成図書などの収
集、管理、提供

●建設技術の普及の
ため民間開発技術の
情報提供

老朽化する水門ゲートの
維持管理に関する検討

ＩＣＴ施工推進のための検討

建設技術
支援

災害対応技術研修

防災技術
支援

新技術
活用支援

資料採取 空洞調査
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近畿技術事務所

■路面下空洞調査

道路は、市民生活や物流の基盤となる重要な社会資本であり、道路陥没防止による安全な道路確保が必要である。
近畿技術事務所は、平成２年度の道路調査車（地中探査車）開発、フィールドテストを経て、外観から推定困難な路面下の
空洞発生状況を非破壊調査する技術を実用化している。この調査技術を用いて、平成６年度より近畿地方整備局管内の
広域的な路面下空洞調査を計画的・継続的に実施している。また、突発的な異状が発見された場合の緊急調査も実施して
いる。
現在、道路ストックの総点検が取り組まれており、路面下空洞調査についても、道路陥没防止を図るため、過去空洞発見箇所

の再調査、未調査区間の早急な調査実施が求められている。

●近畿地方整備局管内の直轄管理国道（２４路線 総延長 約１９３０ｋｍ）について、路面下空洞調査を行っている。
・定期調査： 近畿地方整備局管内を、長期的な計画に基づいて広域的、継続的に行う路面下空洞調査。
・緊急調査： 道路パトロールなどによる突発的な異状発見、あるいは異状発生が予想されたときに、各国道事務所の要請に

応じて緊急に実施する路面下空洞調査。

３．建設技術支援（道路関係）
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近畿技術事務所

■水質調査及び水質データ管理調査

３．建設技術支援（河川関係）

河川法に基づき「河川の適正な利用」「流水の正常な機能の維持」「河川環境の整備と保全」を図るため、水質調査を適切に実施。

○定期調査 ⇒ 河川及び地下水の水質、河川底質、ダイオキシン類【水質・底質】

○緊急調査 ⇒ 水質事故時等

近畿地整管内水質調査実施水系位置図

九頭竜川水系

北川水系

淀川水系

由良川水系

円山川水系

揖保川水系

加古川水系

大和川水系

紀の川水系
新宮川水系

令和元年 近畿管内一級河川の水質現況の公表
（BOD又はCOD）の達成状況の経年変化

データ管理・公表
講習会の実施

（令和元年：河川類型指定１０２地点、湖沼類型指定１２地点の合計１１４地点）

採水・分析状況

分析状況現場での採水状況

令和元年水質事故発生状況
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近畿技術事務所

河川堤防の変状把握のため、近畿地整管内で年間約１６億円の除草費を要している。
適切な堤防管理を持続しながら、維持管理費コストをいかに削減するかが課題となっており、堤防植生管理の効率化
に向けて、以下の検討を進めている。
１．植生転換技術とりまとめ
堤防植生の維持管理の効率化を図るため、主に堤防植生の低草丈草種への転換により除草コストの削減を目指す
「堤防 除草コスト縮減対策の導入の手引き（案）」を参考に「植生転換」の現場試行の拡大を図り、追跡調査及び効果
の検証を行うとともに、その結果を踏まえ、堤防植生管理技術のとりまとめを行うものとする。
２．新たな堤防植生管理手法の検討
従来の機械除草によらない堤防植生の新たな管理手法について、現地実証実験（3年間）を行い、効果の検証及び実
用化の検討を行い、「導入マニュアル」としてとりまとめを行う。

堤防植生管理の効率化に向けた検討 【H28～R3】

成果及び活用について

○令和３年度の取り組み

・植生転換による長期的な視点でのコスト縮減効果等の検証とりまとめ
・植生転換の推進に向けた近畿地整管内11事務所への技術的支援
・堤防植生管理技術のとりまとめ（「堤防植生管理の導入の手引き
（案）」の見直し）
・在来堤防の堤防植生管理手法の検討（現地実証実験の実施及び効
果検証（３年目））及びマニュアル（案）の作成
・芝養生工の検討（現地実証実験の実施及び効果検証（３年目））及び
マニュアル（案）の作成

①「堤防植生管理の導入の手引き（案）」見直し
②堤防植生の新たな管理手法による「導入マニュアル」作成

・堤防植生管理計画の立案
・植生転換の試行拡大
・新たな管理手法の試行拡大

施
工
前

施
工
後 ノシ

バ
改良ノシ
バ（佳乃

葉）

・新たな芝品種（改良ノシバ）による試験施工
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近畿技術事務所

河川用ゲート設備は、社会的経済的に影響が大きな重要な設備であるが、設置後30～40年を経過する設備の数が増
加しており、故障・トラブルの未然防止として、効率的・効果的な維持管理と確実な機能確保が重要な課題となっている。

背 景

河川用ゲート設備について、維持管理担当職員、点検整備業者及び樋門観測（操作）員の知識と経験を養い、適切な維
持管理と確実な操作の為の技術力向上を目的として、不具合ゲート模型及びICTを活用した操作支援の取組みを行っている。

分 類 課 題

ゲート設備の確実な操作 操作規則の理解

確実な操作の実施

操作方法に関する知識と操作経験の蓄積

操作員の減少、高齢化

適切な点検と修繕 点検作業内容に関する知識と理解

確実な保守作業の実施

適切な設備の状態評価

的確な点検報告書の書き方

確実な点検作業の実施

点検作業の実施経験の蓄積

点検評価のばらつき

不具合発生時の迅速な対応 不具合発生時の状況把握の方法

早期に施設機能を確保

早い段階での第一報と不具合状況の共有

不具合発生に関する情報と対応方法の共有

水門・樋門の機能を確保していく上で、以下のような課題がある。

今後も適切な維持管理レベルを確保していくためには、
各担当者が知識と経験を養っていくことが必要

操作・維持管理をしていく上で、必要な知識習得の手助けをする

不具合ゲート模型を用い「職員」、「点検業者」、「操作員」毎に必要な内容の講習を行う。
さらに、「職員」、「操作員」へ操作時にICTを活用した操作支援。

・確実な機能確保(操作)
・効率的・効果的な維持管理
・信頼性の向上

３．建設技術支援（土木機械設備：ゲート設備）

■ゲート設備における維持管理向上の取組み
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近畿技術事務所

■土木材料に関する調査・試験（主な項目）

コンクリートに関するもの

３. 建設技術支援(土木材料などの調査・分析)

土質に関するもの

・単位水量測定試験

・堤防開削時の土質調査

堤防開削土質調査状況

資料採取 W/Cミータによる測定

コンクリート構造物の品質に影響を及ぼす水分量について、レディーミクストコンクリートの品質
確保を図る観点から、単位水量の測定を実施している。

「レディーミクストコンクリート単位水量測定要領（案）」に基づき請負業者が測定を実施するもの
であるが、近畿技術事務所においても抜き打ちによる単位水量の測定を実施し、測定手法、測
定結果の検証を行っている。

河川堤防（土堤）は、過去から段階的に
構築されてきたものが多く、土質が均一
でないことが一般的である。

そのため、堤防開削を行う箇所におい
て土質調査を実施することにより、付近
の堤防における質的検討やその対策検
討の資料としてデータを蓄積する。

堤防開削土質調査結果に基づく堤防断面図

9

・大規模コンクリート構造物の老朽度調査

構造体の門柱部にみられた表面剥離の現況調査にて、近傍

目視点検のほか、削孔粉を採取して深度ごとのPHから中性

化の進行を調査。

電磁波レーダにて鉄筋のかぶり厚を確認。

構造物の老朽度や、補強・対策検討の基礎データを収集す

ることで、事務所等を支援する。

電磁波レーダにて得られた
配筋画像

主筋かぶりの
測定

削孔作業と粉体採取

中性化深さの

測定

・簡易現況調査・試料採取 ・かぶり厚の確認



近畿技術事務所

■i-Construction推進のための検討

建設技術支援(情報化施工)

情報化施工・ICT施工推進の取組みとして、技術の周知を目的とした「手引き」と現場での活用例や応用例を収集・整理して活用する「現場対応
集」を技術毎にＱ＆Ａとして作成・公開すると共に情報化（ICT）施工ヘルプデスクを構築し、現場からの質問を随時受け付け、現場への普及支援
を継続している。

i-Constructionの推進においては、発注者、受注者ともにその効果をうまく把握・活用出来ていない状況があるため、ＩＣＴ活用工事の効果をより
一層発揮できるようＩＣＴ活用工事の現場実態の把握を行うとともに効果の確認・検証することで、効果的なＩＣＴ施工を行うための基礎資料作成を
行う。

ＩＣＴ活用工事における効果の検証

ＩＣＴ施工ヘルプデスクの運営

施工現場における疑問を随時受け、Ｑ＆Ａ形式でＨＰにおいて公開
ＩＣＴ活用工事の効果のとりまとめ

ＩＣＴ活用工事における現場対応集（一例）
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近畿技術事務所

■地質リスクによる事業費の変動幅推定

３．建設技術支援（インフラ分野のDX推進：データ共有の迅速化）

道路事業の初期段階から、安全性や事業のコスト増大、事業の遅れ等の事業リスクを低減し、事業の円滑な推進を図
る目的でリスクマネジメントを実施。

近畿地方整備局では、令和2年度に「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）改訂版」を公開。

令和3年度は地質に起因する事業費の増加幅を、統計学的な手法を用いることにより推定するための検討を実施。

地質リスクマネジメント概念図 地質リスクランクとその対応(案)

「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）改訂版」を令和３年３月に公開

令和３年度 地質に起因する事業量の増加幅を統計学的な手法を用いる検討実施
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近畿技術事務所

■地質リスクによる事業費の変動幅推定

３．建設技術支援（インフラ分野のDX推進：データ共有の迅速化）

「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）改訂版」による地質リスクマネジメントの体系図

令和３年 段階ごとの事業量の増加幅を統計学的な手法を用いることによる推定の検討
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近畿技術事務所

■コンクリート工の生産性向上に向けた取組

３．建設技術支援（インフラ分野のDX推進：生産性向上）

■トンネルの岩判定支援

プレキャスト化推進検討： 建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場を目指す取り組み
である i-Construction の 一環としての全体最適（コンクリート工の規格の標準化等）を図る

岩判定にはトンネル施工について熟練した経験・知識が必要
切羽自立性や肌落、湧水の影響等の判断、経済性や安全性を考慮した岩判定を支援

熟練技術者よる第三者的目線での助言し、適切な支保パターンの選定を補助
平成18年：『トンネル地山等級判定マニュアル（試行案）』をとりまとめ運用開始
平成28年度：マニュアル改訂

令和3年度

・ 遠隔地におけるトンネル切羽評価手法の検討
・ ＡＩを活用したトンネル切羽評価手法の検討
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近畿技術事務所

■新都市社会技術融合創造研究会（産・学・官）

□目 的 ： 社会資本の整備、維持、管理に関わる産・学・官の連携・協力による新しい技術の研究、普及等に関する
事業を行い、もって都市再生と地域連携による経済活力の回復に貢献し、国民生活の質の向上、安全
で安心できる暮らしの確保、環境の保全・創造に寄与することを目的とする。

□官の役割 ： 産・学・官の連携・協力による新しい技術の研究・開発・普及
のため、現場のニーズとシーズのマッチング調整、フィールド
提供、研究報告会（セミナー開催）を実施する。

①プロジェクト選定・評価委員会
・「選定」：現場ニーズに即したテーマの掘り起こし、募集テーマの設定

及び提案プロジェクトの選定
・「評価」：プロジェクトの円滑かつ適正な遂行のためプロジェクトを評価

②テクニカルアドバイザー
・「技術支援」：プロジェクトチームに対して技術的な指導・助言を行う

３．建設技術支援（民間・学識経験者・官との連携による技術開発）

□産学官連携の仕組み

※令和３年６月現在

※令和３年６月現在①プロジェクト選定・評価委員会 委員名簿

②テクニカルアドバイザー 名簿

□事 務 局 ： 道路部道路工事課【H14～】、近畿技術事務所【H24～】

□新都市社会技術融合創造研究会の組織概要
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近畿技術事務所

■新都市社会技術融合創造研究会（産・学・官）

□令和３年度研究プロジェクト一覧 ※令和３年６月現在

３．建設技術支援（民間・学識経験者・官との連携による技術開発）

15



近畿技術事務所４．防災技術支援（防災センターの整備）

■大規模災害に向けた災害対策用機械の広域運用に関する検討

南海トラフ巨大地震における災害対策用機械のオペレーションに
ついて、他地整からの応援車両も含めた広域運用における指揮命
令系統を作成。併せて、大規模災害時における進出拠点として応
援車両を受け入れるために必要な機能について検討した。

また、首都直下地震における災害対策用機械の応援計画につい
て策定した。

南海トラフ巨大地震発災後の被災地支援にあたっては、「南海トラフ巨大地震におけるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ活用計画（平成
２８年８月２４日 国土交通省）」により、迅速かつ的確なＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣と応急対策活動の実施が定められている。

また、近畿技術事務所は、緊急災害対策派遣隊の災害対策用機械の進出拠点（一次集結地）として位置付けされている
。

災害対策用機械オペレーション計画

談合坂SA
談合坂SA

足柄SA

被
災
地
へ

草津PA

応援期間の近畿管内での災害発生につい
ても配慮し、派遣機械の配置バランスを設
定

被災状況や広域進出拠点の空き状況等に応じて
オペレーション

（中央道、東名高速、新東名高速等に部隊を振り
分け）

目標時間（～48時間）内に到着する
か検証

中央自動車道

新東名自動車道

東名自動車道

首都直下地震における進出拠点への派遣ルート

進出拠点整備イメージ

16



近畿技術事務所

【災害対策機械保有状況 （令和３年3月末現在）】

４．防災技術支援（災害対策支援・復旧活動）

照明車 排水ポンプ車 土のう造成機

左：衛星通信車 右：対策本部車 応急組立橋 分解対応型バックホウ
（無人化施工）

■災害復旧支援活動

災害時には近畿技術事務所が保有している災害対策用機械を迅速に派遣し、
災害復旧支援を実施。

また、自治体からの支援要請時には、機械の操作が可能なように現地での指導を実施。

■令和２年度 派遣状況
■令和元年度 派遣状況

17



近畿技術事務所

災害
発生

被
災
規
模
把
握

第1段階
・被災範囲
・被災箇所数

第2段階
・被災箇所の詳細
・被災施設
・被災形態

被災状況調査
静止画・動画

第1段階（災害発生後初期段階における被災状況調査）

■被災状況を迅速に把握し、情報を共有するための仕組み作り（運用に向けた検討）

４．防災技術支援（災害対策支援・復旧活動）

縦横断図・平面図等の作成により、延長、
面積、体積等の算出が可能

オルソ画像

点群データ

UAV
の

導入

被災箇所の写真

調査

被災範囲、規模、周辺状況などを
映像（動画・静止画）で記録し被災
状況の把握を行う

（UAVによる被災状況調査）

第2段階（災害復旧に向けた被災状況詳細調査）

被災箇所において計画的な写真撮影し解析すること
により災害復旧に向けた詳細なデータの取得を行う
【取得データ】

○写真(オルソ)データ、３Ｄ点群データ

調査

α－UAV

解析

解析

国道25号 道路法面崩壊現場の調査を実施。
交通規制開放に貢献（R3.5.7)
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近畿技術事務所

大規模土砂災害現場におけるロボット化技術等の利活用に関する検討

土砂災害等により被災した現場の復旧作業では、土砂崩落や落石など二次災害が懸念される場合があり、安全な場所
から建設機械を遠隔操縦する技術が導入され配備や技術進歩が進んでいる。
また、倒木などの障害物も多く、復旧作業に困難が生じており、ロボット化技術等により、安全、迅速に災害対応が行える
技術を確立する必要がある。
平成23年紀伊半島大水害においては、遠隔操縦式建設機械が復旧に大きく寄与した。それ以降も全国で土砂災害が
発生しており、過去の対策事例や新たなロボット化技術の調査、利活用をとりまとめ、現場の安全迅速な復旧技術を確立
する必要がある。

【R1～R2】

成果及び活用について

・「斜面崩壊復旧作業におけるロボット化技術等の活用マニュアル（案）」を作成

・土砂災害等への迅速・安心な初動時の復旧対応を目的として、管理者や操作オペレーターに周知

遠隔操縦式建設機械を用いた施工状況

19
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近畿技術事務所九州北部の記録的な大雨に対する災害対応支援!!
国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所

■ 近畿技術事務所は、秋雨前線に伴う九州北部の記録的な大雨による災害対応を支援する
ため、８月２８日（水）１３時３０分に九州地方整備局管内に向け、災害対策用機械 （排水
ポンプ車３台、照明車１台）を派遣。８月２９日（木）早朝より、六角川（佐賀県杵島郡大町町
地先）において、排水作業を開始し、災害対応支援を行っています。

【近畿技術事務所の派遣内容】
●派遣機械：排水ポンプ車３台、照明車１台
●派遣職員：施工調査・技術活用課 松岡課長

【近畿技術事務所の災害対応支援内容】
●８／２８ １３：３０ 近畿技術事務所を出発
●８／２９ １：１８ 九州技術事務所に到着
●８／２９ ４：３０ 排水ポンプ車２台が出発
●８／２９ ７：４５ 六角川（20.4kp）で排水作業開始
●９／１ １３：００ 排水作業終了、撤収
●９／２ １９：０５ 近畿技術事務所に帰還

災害対応支援に向かう隊員を激励

設置済みポンプから排水開始

排水ポンプ設置作業を進める隊員

（近技排水ポンプ車）

結集した排水ポンプ車の排水作業の様子
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近畿技術事務所台風１９号による大雨に対する災害復旧支援!!
国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所

■ 近畿技術事務所は、台風１９号に伴う大雨による災害復旧支援のため、10月11日（金）15時15分に
紀宝町、 10月13日（日）4時00分に北陸地方整備局管内に向け、災害対策用機械（排水ポンプ車3台、
照明車2台）を派遣。10月13日（日）より、千曲川・浅川排水機場において、排水作業を開始し、災害復旧
支援を行っています。

排水ポンプ車の排水作業の様子

深夜に及ぶ排水(浅川排水機場にて)

排水ポンプ車の稼働状況

【近畿技術事務所の派遣内容】
●派遣機械：排水ポンプ車３台、照明車２台【近畿技術事務所の他地整管内の災害復旧支援内容】

北陸地方整備局管内 （排水ポンプ車3台、照明車2台）
●10／13    4：00 近畿技術事務所を出発
●10／13  11：25 駒ヶ岳SAに到着（他事務所と合流）
●10／13  16：30 浅川排水機場に移動
●10／13  19：45 浅川排水機場で稼働開始
●10／14  11：00  浅川排水機場で作業完了・待機
●10／14  11：10  排水ポンプ車を一次集結場所

(長野市若里6丁目2)に追加派遣
●10／14  18：45  一次集結場所に到着・待機
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近畿技術事務所令和２年７月豪雨による災害復旧支援!!
国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所

近畿技術事務所は、７月３日（金）からの前線に伴う局地的な大雨で非常体制となっている九州地方整備
局の要請を受け、７月５日（日）１４時００分に九州技術事務所に向けて災害対策用機械（排水ポンプ車３
台、照明車２台）を出動、深夜１時３０分に到着。九州地整の指示のもと、７月６日（月）の１３時より災害
復旧支援を行っています。

【近畿技術事務所の災害対応支援内容】
●７／５ １４：００ 近畿技術事務所を出発
●７／６ １：３０ 九州技術事務所に到着
●７／６ １３：００ 熊本県管理ポンプ場の排水支援開始
●７／８ ７：００ 排水作業完、福岡県大牟田市へ移動

福岡県大牟田市南部浄化センターにて活動中

【近畿技術事務所の災害復旧支援体制】
応急対策班：施工調査・技術活用課大谷専門官
現地派遣車両：ポンプ車３台、照明車２台

九州地方整備局の災害復旧支援に向かう応急対策班、排水ポンプ車３台、照明車２台

熊本県人吉市内の人吉排水機場周辺 福岡県大牟田市内の三川ポンプ場横の道路排水 22



近畿技術事務所令和2年7月豪雨に対する調査支援!! ～UAV調査班を派遣～
国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所

近畿技術事務所は、令和2年7月豪雨により平成23年紀伊半島豪雨で発生した長殿地区河道閉塞箇所
において仮排水路へ河川水の流入が予測され、流入量によっては河道閉塞している土砂の浸食、崩壊が
危惧されたことから状況確認のため、7月10日（金）にUAV調査班（６名）を派遣し、無人航空機（UAV）を
用いて状況調査を実施し、調査支援を行いました。（結果、流入及び崩壊はありませんでした）

【近畿技術事務所の派遣内容】
●ＵＡＶ調査班（６名）を派遣

【近畿技術事務所の調査支援内容】
紀伊山系砂防事務所管内（長殿地区河道閉塞箇所）
●7／10  7：50 近畿技術事務所出発
●7／10  10：30 猿谷ダム管理支所到着
●7／10  11：00 長殿地区の対岸（R168）に到着、無人航空機（ＵＡＶ）による撮影開始
●7／10  14：40  撮影終了
●7／10  15：00 猿谷ダム管理支所にて映像データの受け渡し災害対策部への映像共有

■UAVによる状況調査

UAV操縦状況

撮影映像（全景）

河道閉塞箇所の湛水状況

堰堤の状況

排水路の状況

湧水の状況
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近畿技術事務所「緊急災害応急対策業務に関する協定」業団体対象

出水期に備え災害対策用機械操作訓練を実施
国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所

照明車 設置訓練

バックホウ 遠隔操縦訓練

排水ポンプ車 ポンプ設置訓練

バックホウ 遠隔操縦訓練

「緊急災害応急対策業務に関する協定」を締結している３つの業団体を対象に、災害発生時に迅速に
復旧作業が実施できるよう災害対策用機械の操作訓練を実施しました。

■開催日時 令和元年5月31日（金） 13:00～16:30
■実施場所 近畿技術事務所
■参加団体 3団体 38社 86名

（一社）日本建設機械施工協会
（一社）河川ポンプ施設技術協会
（一社）日本機械土工協会
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近畿技術事務所

■新技術活用促進のための情報提供（NETISの運営）

５．新技術活用支援

・民間事業者が開発した新技術の情報収集
・新技術の技術的要件の確認
・NETIS登録技術の直轄工事で活用可能かの調査・評価
・NETIS登録技術の工事活用データから優位性の調査・評価

技術評価情報共有を中心とする新技術活用のための調査や登録に
関する審査・評価を実施。

■近畿地方整備局新技術活用評価会議

目的：近畿地方整備局新技術活用評価会議は、大学・産業界・研究機関等の有識者の委員及び整備局

等の職員の委員で構成され、民間企業等で開発された新技術を公共事業に積極的かつ円滑に活用して

いくために新技術の事前審査、整備局等の技術ニーズ等に基づく新技術の募集・選定、新技術の事後

評価、活用促進技術の指定等の事項を処理する

新技術活用評価会議

有能な新技術の積極的な活用推進を図り、公共工事のコスト
縮減や品質向上及び新技術の更なる改善の促進に資する。

※Ｒ３年３月末時点
新技術活用評価会議 委員名簿

活用登録

NETIS
（新技術のデータベース）

事後評価

技術の開発者
が、公共工事
等に関して、
実用化された
技術を申請、
登録

直轄工事等に
おいて、施工条
件に適した新技
術を発注者、施
工者が活用

国土交通省が、
活用結果により、
技術の成立性
や活用効果等
を総合的に評
価

技術概要
（経済性、施工性、品質 等）

試行申請型の
場合には、技
術の成立性や
直轄工事等に
おける活用の
妥当性を確認

（事前審査）

公 共 工 事 等 に お け る 新 技 術 活 用 シ ス テ ム

（ＮＥＴＩＳ利用者）
・発注者
・施工者
・設計者

申請情報 評価情報

建山  和由 立命館大学  理工学部  環境システム工学科  教授
井上     晋 大阪工業大学  工学部都市デザイン工学科  教授
玉田  和也 舞鶴工業高等専門学校  教授
八木  知己 京都大学  工学研究科  教授
岸田     潔 京都大学大学院  工学研究科  教授
西山     哲 岡山大学  環境生命科学研究科  教授

古川  和義 （一社）日本建設業連合会  関西支部  土木工事技術委員会  委員長
奥村  安史 （一社）日本道路建設業協会  関西支部  技術振興委員会  委員長

小西 日出幸 （一社）日本橋梁建設協会  近畿事務局  設計小委員会  副委員長
橋野  哲郎 （一社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会  関西支部  技術部会  部会長
瀬戸  晴久 （一社）日本建設機械施工協会  関西支部  建設業部会  部会長
生島  俊昭 （一社）日本埋立浚渫協会  近畿支部  技術委員会  委員長
土橋  昌弘 （一社）建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会  近畿支部  技術委員会  委員長

久保  和幸 （国研）土木研究所  道路技術研究グループ長
坂     克人 （国研）港湾空港技術研究所  特別研究主幹

池口  正晃 近畿地方整備局  企画部長
堤     英彰 近畿地方整備局  企画部  技術開発調整官
児玉  孝司 近畿地方整備局  企画部  建設情報･施工高度化技術調整官

三井 雄一郎 近畿地方整備局  建政部  公園調整官
田中     徹 近畿地方整備局  河川部  河川情報管理官
西野     毅 近畿地方整備局  道路部  道路企画官
花田  祥一 近畿地方整備局  港湾空港部  港湾空港企画官
福岡  芳明 近畿地方整備局  営繕部  営繕調査官
達家  養浩 近畿地方整備局  近畿技術事務所長
三村  正樹 近畿地方整備局  神戸港湾空港技術調査事務所長長

（産）

(国立研究開発法人）

（官）

（学）

今年度開設した『近畿インフラＤＸ推進センター』との連携。
内外に向けての普及促進のため、新技術情報の動画等の
収集と発信

７月 ９日 第１回新技術活用評価会議

９月１３日 第２回新技術活用評価会議

１２月２２日 第３回新技術活用評価会議

３月 ９日 第４回新技術活用評価会議

令和３年度 評価会議開催状況(予定)
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近畿技術事務所

【工事における活用方式】

事務所支援イメージ

■新技術活用促進のための積極的な事務所支援～さらなる新技術の活用を目指して～

発注者指定型

・DX （ICT、BIM/CIM、無人化施工）

の技術情報発信による支援

・事業実施の各段階にあった情報発信

・活用現場のサポート

施工者希望型(請負契約締結後提案)

・各現場に対応した新技術の選定支援

フィールド提供型 (試行・活用)

試行申請型 (試行)

発注者指定型 (試行・活用)

施工者希望型 (試行・活用)
(総合評価方式における技術提案の場合)

施工者希望型(試行・活用)
(請負契約締結後提案(契約後VE

方式・契約後VE以外)の場合)

５．新技術活用支援

新技術活用状況支援内容

テーマ設定型 (技術公募)

・受注者が入札契約手続きにおいて活用を提案し活用する形式。

・申請者の活用申請に基づき、発注者の指定による活用または、
請負締結後における施工者の提案により活用する形式。

・現場ニーズ、行政ニーズ等により設定されたテーマに基づき、
整備局が技術を公募し、直轄工事等のフィールドにおいて確認
が必要と認められたNETIS登録技術を対象に、工事等の発注に
際し発注者が新技術を指定し活用する形式

・現場ニーズや行政ニーズなどから必要とされる新技術を発注
者が指定して活用する形式。

・受注者が契約締結後の施工計画の施工計画の中で活用を
提案 し活用する形式。

・整備局が具体の現場ニーズを提示して技術を公募し、提示条
件を満足する技術の中から優れた技術を選び活用する形式。

39.1% 35.1%

0

10

20
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40
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60

70

80

90

100

Ｒ元年度 Ｒ２年度

R元年度の全国
平均は44.0％

【近畿の 活用率】
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近畿技術事務所６．インフラ分野のDX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ ﾒｼｮﾝ)の推進

○新型コロナウイルス感染症対策を契機とした非接触・リモート型の働き方への転換と抜本的な生産性
や安全性向上を図るため、５G等基幹テクノロジーを活用したインフラ分野のDXを強力に推進。

○インフラのデジタル化を進め、2023年度までに小規模なものを除く全ての公共工事について、
BIM/CIM※活用への転換を実現。※BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）

○現場、研究所と連携した推進体制を構築し、DX推進のための環境整備や実験フィールド整備等を行
い、3次元データ等を活用した新技術の開発や導入促進、これらを活用する人材育成を実施。
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近畿技術事務所６．インフラ分野のDX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ ﾒｼｮﾝ)の推進

生産性向上として取り組んできた i-Constructionをより深化させるため、インフラDXを推進。
インフラデータをデジタル化し、自由に活用できる環境が整うことで様々なサービスが提供可能。
設計から維持管理が高度化するほか、働き方改革が進み、生産性の向上につなげる。

インフラDX推進の体制
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近畿技術事務所６．インフラ分野のDX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ ﾒｼｮﾝ)の推進

社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータとデジタル
技術を活用して、国民のニーズを基に社会資本や公共サービスを変革すると共に、業務そのものや、組
織、プロセス、建設業や国土交通省の文化・風土や働き方を変革し、インフラへの国民理解を促進すると
共に、安全・安心で豊かな生活を実現するため、「行動」「知識・経験」「モノ」のDXを展開

インフラ分野のDX
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近畿技術事務所６．インフラ分野のDX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ ﾒｼｮﾝ)の推進

近畿インフラDX推進センター
「行動」「知識・経験」「モノ」のＤＸ推進を目的に近畿技術事務所にインフラDX推進センターを立ち上げ
令和3年4月 「育成」「体験」「広報」 を行う施設として開所

体
験

学生、一般、外国人研修生向けのインフラDXの体験

・遠隔、AI、VRなどのDX
・民間の新技術、NETIS技術を動画により紹介

育
成

国・地方公共団体の職員、民間の建設技術者向けに研修を実施

・BIM/CIMソフトを用いた３次元設計から施工管理
・無人化、自動化施工体験と実務研修

広
報

ホームページ、SNS等で情報発信

・企業が取り組む新技術情報
・i-Construction、BIM/CIM などの取り組み

※ 研修ルーム① ・研修ルーム② ・建設機械オペレーションルーム

※ WEB会議ルーム
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近畿技術事務所６．インフラ分野のDX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ ﾒｼｮﾝ)の推進

人材育成
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近畿技術事務所６．インフラ分野のDX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ ﾒｼｮﾝ)の推進

研修ルーム１

BIM/CIMやICT施工の実習(座学)ができる施設です。業務効率向上と生産性向上の実習に活用します。
収容20名 マルチスクリーンディスプレイ、タッチスクリーン液晶ディスプレイを備えます。

【実習内容】 ・BIM/CIMにおける3次元モデル作成研修
・ICT施工の点群データ処理・施工データ作成研修
・出来形管理・監督検査リモート化等の机上研修
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近畿技術事務所６．インフラ分野のDX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ ﾒｼｮﾝ)の推進

研修ルーム２

BIM/CIMやICT施工の実習(座学)ができる施設です。業務効率向上と生産性向上の実習に活用します。
収容10名 マルチスクリーンディスプレイ、タッチスクリーン液晶ディスプレイを備えます。
【実習内容】 ・BIM/CIMにおける3次元モデル作成研修

・ICT施工の点群データ処理・施工データ作成研修
・出来形管理・監督検査リモート化等の机上研修
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近畿技術事務所６．インフラ分野のDX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ ﾒｼｮﾝ)の推進

建設機械オペレーションルーム

遠隔操作など建設機械の実習ができる施設です。
職員向けのほか、地域の建設業の方々にも実習を受けて頂くことで、幅広く、多くの人材が育つよう活用しま

す。
【実習内容】 ・ICT建設機械シュミレータ実習

・遠隔操作実習
・無人化施工実習
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近畿技術事務所６．インフラ分野のDX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ ﾒｼｮﾝ)の推進

Web 会議ルーム

情報の発信・交換の場として設置。BIM/CIMモデルなどの体験ができる施設です。
VR・平面プロジェクター、タッチスクリーン液晶ディスプレイの体験設備とWEB会議設備を備えます。
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近畿技術事務所

基礎知識 専門知識

ス
キ
ル
ア
ッ
プ

管理職

係 長

主任・係員

コンプライアンス

災害対応（中級）

河川管理

橋梁メンテナンス（初級Ⅱ）

道路管理 経理専門

ダム・砂防

新任管理職

災害対応（初級）

新規採用職員 建設技術

河川・道路技術（初級）

新任係長

行政基礎（事務）

トンネルメンテナンス

橋梁メンテナンス（初級Ⅰ）

用地事務職員（初級）

■研修

近畿地方整備局では、仕事や経歴に応じて基礎知識や専門知識を習得するための、様々な研修を実施しており、全ての職員がス
キルアップを図っていくための体制を整えています。令和２年度は、コロナ感染症対策のため、ＷＥＢ研修も併用し、職員研修２０
コース（５１３名）を実施しました。

研修受講者数の推移 研修生の内訳（令和２年度）

環境技術

建設生産システム
（事務所係長級）

建設生産システム
（主任監督員級）

コロナで中止

約45%が
WEBを活用

36
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近畿技術事務所

■講習

土質試験講習 水質試験講習

コンクリート試験講習 アスファルト試験講習

受講者の声

・材料試験から品質管理試験まで一通りの試験項目を実演・実技を通して
学ぶことができ、勉強になった。

・実習をしながら勉強していくと大変頭に入りやすく、楽しく研修ができた。

・現場で試験結果の判断をするための最低限の知識を得ることができた。

土木材料等の品質確保に関するもの

【令和２年度研修結果】

災害支援関係

７．人材育成

災害協定者説明会

災害協定者操作訓練
（分解対応型BH遠隔操縦訓練）

災害協定者操作訓練
（排水ポンプ車操作訓練）

実施回数 全体参加者 自治体職員

土質 ４ ４０ ２８

コンクリート ４ ３７ ２７

アスファルト ４ ３８ ２９

水質 ２ ８ ４

不具合堤防 ８ ７４ ４９

合 計 ２２ １９７ １３７

【令和元年度災害支援活動の講習結果】

年月日 内容 対象者等

Ｒ１．５．３１ 災害協定者操作訓練 協定者３業団体８６名
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近畿技術事務所

堤防点検研修施設

事務所庁舎

モデル作成箇所図

モ デ ル 断 面 図

①張りﾌﾞﾛｯｸ部 ②函 渠 部 ③連節ﾌﾞﾛｯｸ部

③

①

【連結ブロック】
沈下

モ デ ル 平 面 図（不具合再現のレイアウト）

【連結ブロック】
はらみ出し

【張りブロック】
広範囲の沈下

【張りブロック】
目地の破損

【連節ブロック】
破損（鉄筋の断裂）

【張りブロック】
目地開き＋吸出し

②

【空張ﾌﾞﾛｯｸ】
空洞化（表面は健全）

【張りブロック】
目地の破損

【張りブロック】
はらみ出し（円弧滑り）

【張りブロック】
陥没＋空洞

７．人材育成

■研修用施設の活用
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近畿技術事務所

：不具合対応方法に関する内容

【５】 塗装の劣化状況判定

【６】 水密ゴムの損傷確認

【１】 ゲート設備の実操作訓練

引込開閉器盤

【２】 自重降下操作の実操作訓練

【３】 制限開閉器の動作機構

【９】 操作制御設備における不具合
（トラブルシューティング）

【７】 主ローラの回転確認

【不具合対応訓練 内容】

・開過トルク故障発生

・閉過トルク故障発生

・主幹MCCB故障発生

・接点溶着故障発生

・漏電故障発生

・保護協調不良発生

・3Eリレー復帰方法

【●】 戸当り部土砂体積による全閉不良

【４】 点検作業の実作業訓練

：ゲート設備の操作方法、構造に関する内容

：点検作業、保守作業に関する内容

【８】 ローラへの給油脂

ラッピングシールにより
様々な塗装の劣化状況を
再現

不具合発生
ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ

■維持管理向上を目指した不具合ゲート模型（ラック式開閉装置）

７．人材育成

※ 別途、ワイヤーロープ式開閉装置の不具合シュミレーションも可能
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近畿技術事務所

・設計担当者、施工担当者、ユーザーそれぞれのバリアフリー化への理解と関心を高める。

■研修用施設の活用

白杖体験 車いす体験

・交通バリアフリー比較体験コース

交通バリアフリー比較体験コース

交通バリアフリー比較体験コース

７．人材育成

実施回数
（10回）

職員 自治体職員
その他

（NPO法人・
福祉協議会等）

その他
（一般）

利用者数 ６名 １２１名 ７８名 ２７１名

【平成３１年・令和元年度度研修・説明会結果】 （令和2年3月現在）

1,442

4,078

170 

7,961 

3,883 

バリアフリー体験利用者数
R2年3月現在（H15年度から累計）

国交省

府県、市町村

公団等

小中学校

一般、学生等

17,534

令和３年度～令和４年度
事例収集に基づく施設見直しや実態に即した施設更新を予定
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近畿技術事務所

○近畿技術事務所では、１１月６日(金)、７日(土)に「くらしをささえる人と技術がわかる！」をテーマとした「ふれあい土木展２０２０」を開催。
○８年目となるふれあい土木展は４３の出展があり、多彩な展示・体験型ブースで最新の土木技術を紹介。
○新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、近隣小学校の校外学習としての見学ツアーと大学・高専の研究内容を紹介する「関西土木リー
グ」は開催を見送り、検温、マスク着用、手指消毒など対策を徹底。
○天候不良で７日（土）は防災ヘリの展示、地震車による地震の体験が中止となりましたが、近畿技術事務所を会場に、１，３０７人にものぼる一般
住民の皆さまにご来場いただき、あらためて土木技術への関心・期待の大きさを実感しました。

（川の生きもの紹介） （模型による地盤液状化の実演）

（淀川水系ダム群の統合操作
と災害対策指令室）

（衛星通信車） （橋の建設・原理を模型で体験） （ミニショベル）

（レンガブロックで作るアーチ橋） （レーザー距離計体験） （大型エアテント） （TEC－FORCEの活動紹介） （人工衛星を利用した測量体験）

（ＦＭひらかた「虹色スクランブル」に生出演）

７日（土）伏見枚方市長が来場

枚方市
広報誌も
取材に！

新型コロナウイルス感染拡大防止対策

（「大阪コロナ追跡システム」への登録
呼び掛け、マスク着用、手指消毒、
人との間隔をあける サイン設置）

（検温） （手指消毒）

（手渡ＮＧ、手袋着用） （定期的に消毒）

「防災講演会」を開催
★激甚化する気象災害について

★近畿地方整備局における防災への
取り組みについて

（気象庁 大阪管区気象台
山本善弘課長）

（国土交通省 近畿地方整備局
山本佳也総括防災調整官）

スタンプ
ラリー
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近畿技術事務所

（高速道路を体感してみよう！）

（i－Ｍａｉｎｔｅｎａｎｃｅ）

（枚方市の安全安心をささえる取組）

（浪速国道事務所の事業紹介）

（ＩＣＴ・ＡＩ技術）

（地球をはかり、未来を創る）

（情報化施工の普及・促進）

（大阪国道事務所の事業紹介）

（土木の日ポスター）

菊の苗をプレゼント（枚方市）

（橋をみる！橋をまもる）
（排水ポンプ車） （災害対策本部車） （照明車）

（車イスによるバリアフリー体験） （応急組立橋）

（地震車による地震体験） （ブルドーザー）

（２本腕のロボット建設機械）（分解対応型バックホウ）

（出張！淀川資料館）

（コンクリートにふれてみよう）

（水中歩行体験・水没ドア開閉体験）

（高所作業車・カニクレーン）

（非破壊試験の体験）

（カルタで紹介！防災気象情報）

（鉄の橋を知ろう！）（コンクリートの板でぴょんぴょん跳ねてみよう！）（土石流模型実験装置） （大和川について学ぼう！）

（実物大不具合堤防）

災害対策ヘリコプターの展示は天候の
関係で中止となりました。
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